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研究成果の概要（和文）：　本研究の主目的としては，グローバル化した経済での最適環境税の在り方について
分析を行った。生産地主義による課税では，環境汚染や環境破壊の社会的費用が大きな先進諸国からその費用が
相対的に小さい発展途上国への企業進出を促し，その結果，発展途上国の環境破壊が進んでしまう。それに対す
るのが，消費地主義に基づく課税になる。
　環境問題に対する政策分析や政策提言においては，環境税を導入した国での税率の最適性を検証する試みも必
要であり，いくつかの対象地での実態調査を行った。いずれの調査地点においても経済発展とともに環境破壊が
進んでおり，「持続可能な経済発展」の観点からの対策が肝要と理解した。

研究成果の概要（英文）：　One of the main purposes of this research project is to examine into the 
optimal environmental tax to reduce the worsening of the environmental quality vis-a-vis the 
globalized economies. Two tax schemes are compared: production based levy and consumption based 
levy. The former sets the environmental tax rate by imputing the marginal social cost of pollution 
caused by the domestic production activities while the latter sets the tax rate by assesing the 
consumption activities including exports and imports. The optimal tax rate theoretically obtaind is,
 in most cases, the one based on consumption activities. This is a striking result in these days of 
globalization.
  In order to assesse the real economic tax levey, I visited and examined several places that 
confront with the trade-off between economic development and environment protection, only to reach 
the conclusion that stresses the protection on the environment and pursue the sustainable economic 
development.

研究分野： マクロ経済学　環境経済学

キーワード： 貿易と環境問題　最適環境税　社会的共通資本　限界的社会費用　Pigou税 　生産地主義 　消費地主義
 　小国と大国

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　近年世界中で国境を越えた環境問題への関心が高まり，環境税を導入する国が増えている。この環境税は環境
破壊を阻止するために経済活動を制限しようとするものであるが，一国だけの閉鎖経済とグローバル化した開放
経済とでは，その国にとっての最適な課税法が異なったものとなる。貿易を考慮せずにその国の環境汚染や環境
破壊を基にするのが生産地主義，生産でなく貿易も考慮した結果の消費を基にするのが消費地主義になる。浅子
（2005，2009）では，2財について貿易を行う小国（非貿易財があっても結論は同様）での最適環境税としては
消費地主義に軍配が上がるとしたが，これには条件があり，その妥当性・頑健性の一般化を試みた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 
 地球温暖化や酸性雨など，国境を越えた環境問題への関⼼が⾼まっており，意識改⾰の意味
も込めて，近年環境税を導⼊する国が増えている。本研究の主目的としては，開放経済なりグ
ローバル化した経済での最適環境税の在り方についての理論的分析を行う。具体的には，貿易
を前提に,⽣産活動に伴い外部不経済（環境問題）が発⽣し，それに対する Pigou 税の料率と
して⽣産地主義と消費地主義を比較する。ここで，⽣産地主義とは国内の⽣産状況によって国
内で発⽣する外部不経済部分（限界的社会費⽤）を Pigou 税率とするもので，消費地主義とは
国内の消費状況による外部不経済部分を Pigou 税率とするものである。浅子（2005，2009）は，
最適環境税としては消費地主義に軍配が上がるとしたが，この理論命題は相当限定された前提
下で導出されたものであり，これが⼀般性を持つ命題なのかを考察し，さらに現実経済での量
的相違をシミュレートする。 
 こうした目的を成就するには，環境税を導⼊した国での税率の最適性や実際の効果を検証す
る試みも必要であり，いくつかの国を選択し，現地での実態調査を行う。さらに，本研究の第
2 の目的としては，申請者が⾏ってきた環境問題関連の研究成果を整理し，総括し公表するこ
とも視野に⼊れる。 
 
 
２．研究の目的 
 
 グローバル化された世界では，生産地主義の下では，環境汚染や環境破壊の社会的費用が大
きな先進諸国からその費用が相対的に小さい発展途上国への企業進出を促し，その結果，発展
途上国（ひいては世界経済）の環境破壊が進んでしまうと危惧される。もっとも，これは地球
温暖化のような真にグローバルな環境問題にも適応されるのかは定かではない。浅子（2005，
2009）の命題は，小国における生産活動由来の局所的な環境問題（混雑現象による公害問題）
をモデル化したものであり，Pigou 税としての限界的社会的費用の定義なり対象が異なるから
である。ここにおいて，まさに生産地主義と消費地主義についての一般理論の解明が喫緊の課
題になっているのであり，本研究の目的も理論的な観点からの結論とそれに至る条件を求める
ことにある。 
 
 
３．研究の方法 
 
 研究は理論的分析を主とし，その限りでは既存研究のサーベイをした後に，分析目的を果た
す理論モデルの構築とその解析を行い，理論モデルの前提となる諸前提の頑健性をチェックす
る。同時に，理論モデルの現実妥当性を確認する目的で，いくつかの国を選択し，現地での実
態調査を行う。 
 
 
４．研究成果 
 
（1）研究成果の概要 
 本研究は「開放経済下の最適環境税をめぐって ― ⽣産地主義と消費地主義の考察」と題し
たものであったが，もともとの問題意識としては，「近年世界中で発⽣頻度を増している地球温
暖化や酸性雨など，国境を越えた環境問題への関⼼が高まっており，意識改革の意味も込めて，
近年環境税を導⼊する国が増えている。」との背景がある。そこで，本研究の主目的としては，
開放経済なりグローバル化した経済での最適環境税の在り⽅についての理論的分析を⾏うこと
とした。 
 具体的には，貿易を前提に，⽣産活動に伴い外部不経済（環境問題）が発⽣し，それに対す
る Pigou 税の料率として生産地主義と消費地主義を比較する。ここで，第 1 財，第 2財につい
て，Q を⽣産量，C を消費量，MSC（Q1,Q2）を⽣産量が Q1，Q2 のときに国内で発⽣する外部
不経済部分（限界的社会費⽤，Marginal Social Cost）としたときに，その国の厚⽣を最⼤化
する環境税としての Pigou 税θ を， θ ＝MSC（Q1,Q2）とするのが⽣産地主義， θ ＝MSC
（C1,C2）とするのが消費地主義である。浅⼦（2005，2009）は，2 財について貿易を行う⼩国
（非貿易財があっても結論は同様）での最適環境税としては消費地主義に軍配が上がるとした。
しかしながら，この理論命題は相当限定された前提下で導出されたものであり，これが⼀般性
を持つ命題なのかを考察し，さらに現実経済での量的相違をシミュレートする。 
 グローバル化された世界では，生産地主義の下では，環境汚染や環境破壊の社会的費用が大
きな先進諸国からその費⽤が相対的に小さい発展途上国への企業進出を促し，その結果，発展



途上国（ひいては世界経済）の環境破壊が進んでしまうと危惧される。もっとも，これは地球
温暖化のような真にグローバルな環境問題にも適応されるのかは定かではない。 
浅子（1979, 2005，2009）の命題は，小国における⽣産活動由来の局所的な環境問題（混雑現
象による公害問題）をモデル化したものであり，Pigou 税としての限界的社会的費用の定義な
り対象が異なるからである。ここにおいて，まさに生産地主義と消費地主義についての⼀般理
論の解明が喫緊の課題になっているのであり，本研究の緊要性の所以でもあった。 
 浅子（2005，2009）を拡張する⽅向で得られた研究成果としては，公刊したものとして Asako 
and Li (2018)，および Discussion Paper 段階のものが 2 篇あり，これらを含めて⽇本政策
投資銀行設備投資研究所の Springerbrief シリーズの⼀冊として 2022 年度に英⽂冊⼦を刊⾏
することが決定されている。これは東洋⼤学経済学部の李綱（Gang Li)講師との共著とする予
定であるが，刊行に当たっては，単著として公刊してきた研究成果も（原典は明記するものの）
特段区別しない⽅針としている。 
 
（2）経済成⻑・環境問題の現地視察 
 こうした目的を成就するには，環境税を導⼊した国での税率の最適性や実際の効果を検証す
る試みも必要であり，いくつかの国や国内の地域を選択し，（⼀部では他の研究資金と共同負担
となる）現地での実態調査を行った。具体的には，本研究の対象期間中に，環境破壊が進んで
いるとされるペルーのマチュピチュ遺跡，エクアドルのガラパゴス諸島，世界⼀幸福な国と⾃
称するブータンの実情調査，ネパールのカトマンズの⼤気汚染の調査，バングラデッシュのマ
ングローブ林の調査，等々を行った。国内では尾瀬湿原，⻑崎県対馬，出羽地方鳥海ダムの計
画を視察調査した。 
 いずれの調査地点においても，経済発展とともに環境破壊が進んでいるのが確認されたが，
詮ずる所は「持続可能な経済発展」の着地点を⾒出し持続させるプログラムを現実のものとし
て確立することが肝要と理解した。 
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